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公益社団法人福岡県看護協会代議員選任規程 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、公益社団法人福岡県看護協会

（以下、「本会」という。）の定款細則第４２条第

４項及び定款細則第２３条第４項に基づき、本会

の代議員（以下、「本会代議員」又は単に「代議

員」という。）及び公益社団法人日本看護協会（以

下、「日看協」という。）代議員及び予備代議員

（以下、日看協代議員と予備代議員を併せて「日

看協代議員等」という。）の選任に必要な事項を定

める。 

 

（選挙の管理） 

第２条 本会代議員及び日看協代議員等の選任は、

本会の選挙及び選挙管理委員会に関する規程（以

下、「選挙規程」という。）第４条第１項に定める

選挙管理委員がこれを管理する。 

２ 前条の選挙に関する事務は、選挙規程第４条第

２項に定める選挙管理委員会事務局（以下、「事務

局」という。）がこれを行う。 

 

（選挙管理委員会の任務） 

第３条 この規程に定めのない選挙管理委員会の任

務は、別に定める。 

 

第２章 本会代議員 

（本会代議員の候補者の推薦） 

第４条 地区支部長は、当該選挙区に配分された本

会代議員の定数のうち２分の１の候補者を選出

し、選挙管理委員会が指定する期日までに所定様

式を事務局に郵送して推薦する。 

２ 前項にかかわらず、最初の本会代議員は、当該

選挙区に配分された定数と同数の候補者を推薦す

るものとする。 

３ 推薦する候補者は、次に掲げる基準を満たす者

とする。 

(1) 本会の正会員であり、且つ任期中も正会員で

あることが見込まれること 

(2) 任期を満了できることを見込める者であるこ

と 

(3) 本会の選挙管理委員でないこと 

(4) 本会の役員及び推薦委員並びにその候補者で

ないこと 

４ 本会代議員の推薦候補者の選出方法は、別に定

める。 

５ 前項において、地区支部長は、広く地区支部所

属の正会員に推薦希望を募ることができるものと

する。この場合、地区支部長は、その必要性に応

じ、本会の機関紙及び本会のホームページ上（以

下、「機関紙等」という。）において、機関紙等へ

の掲載にかかる定め等に従い、当該記事を掲載す

ることができるものとする。 

６ 本会代議員の配分数が２０名以上の選挙区にお

いては、当該選挙区の地区支部長は、保健師・助

産師・看護師・准看護師（以下、「看護職」とい

う。）を少なくとも１名ずつ候補者として推薦する

よう努めるものとする。ただし、最初の本会代議

員についてはこの限りではない。 

７ 前項において、当該選挙区の本会代議員に、看

護職が職種ごとにそれぞれ１名以上在任している

場合はこの限りではない。 

８ 本会代議員に欠員が生じたときは、当該選挙区

の地区支部長は、選挙管理委員長の求めに応じ、

候補者を推薦するものとする。 

９ 地区支部長は、選挙管理委員会が指定する期日

の７日後までに、所定様式を事務局に届け出るこ

とにより、候補者の交代又は取下げを行うことが

できるものとする。 

 

（本会代議員への立候補） 

第５条 定款第１１条第６項に基づいて、正会員は

所属する選挙区の本会代議員に立候補することが

できる。立候補者は、前条第３項第１号、第３号

及び第４号を満たす者とする。 

２ 本会代議員に立候補しようとする者は、当該選

挙区の正会員５名以上の推薦を受けて、選挙管理

委員会が指定する期日までに、所定様式を事務局

に届け出なければならない。 

３ 立候補を届け出た者は、第２項に定める指定期

日の７日後までに所定の立候補辞退届を提出する

ことにより、立候補を取り下げることができる。 

 

（本会代議員の選挙） 

第６条 本会代議員の選挙については別に定める。 

 

第３章 日看協代議員等 

（地区支部ごとの配分数の算出基準） 

第７条 地区支部ごとに配分する日看協代議員数

は、定款細則第２４条に定める時期の総正会員数

をもって、次の各号に基づいて算出する。 

(1) 地区支部ごとの正会員数を総正会員で除し、

総正会員数に対する地区支部ごとの正会員割合

を算出する。この割合が整数でない場合は、小

数第３位を四捨五入する。 
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(2) 定款細則第２６条に基づいて配分された地区

支部の割当総数に前号の割合を乗じ、地区支部

ごとの日看協代議員数（暫定値)を算出する。こ

の暫定値が整数でない場合は、小数第１位を四

捨五入する。 

(3) 前号の暫定値の合計が地区支部の割当総数を

超えるときは、福岡・北九州・筑豊・筑後地区

における配分数を比較し、小数第１位を切り上

げた地区支部のうち、小数点以下の数値が最も

小さい地区支部から１名ずつ減算する。 

(4) 前々号の暫定値の合計が地区支部の割当総数

を下回るときは、福岡・北九州・筑豊・筑後地

区における配分数を比較し、小数第１位を切り

捨てた地区支部のうち、小数点以下の数値が最

も大きい地区支部から１名ずつ加算する。 

(5) 前号までにかかわらず、各地区における配分

数の下限を３名とし、前２号により地区支部ご

との配分数を調整する。 

２ 定款第５条第１項第１号ただし書に定める県外

会員は、本会の主たる事務所のある地区支部に所

属するものとする。 

３ 前項までの基準によりがたいときは、理事会の

決議により配分数を調整することができる。 

４ 地区支部ごとの配分数は、ホームページ又は地

区支部長への通知をもってこれを公表する。 

 

（職種ごとの選出） 

第８条 地区支部から選出する日看協代議員には、

保健師、助産師、介護・福祉関係施設・在宅等領

域（看護師職能Ⅱ）の看護師をそれぞれ１名以上

含むものとする。これを超える日看協代議員につ

いては、職種を問わないものとする。 

２ 職種の指定は、日看協代議員の配分数が３名以

上の地区支部から、輪番でこれを行う。 

３ 前項における輪番は、理事会の決議によりこれ

を定める。 

 

（日看協の予備代議員の選出） 

第９条 前２条の定めは、日看協の予備代議員に準

用する。 

 

（日看協代議員等の候補者の推薦） 

第10条 地区支部長は、推薦委員長の求めに応じ、

当該地区支部に配分された日看協代議員等の候補

者を選出し、指定する期日までに所定様式をもっ

て推薦委員長に推薦する。 

２ 前項の候補者は、次に掲げる基準をみたす者と

する。 

(1) 選出年の２月末日段階で本会の正会員である

こと 

(2) 任期を満了できることが見込まれること 

(3) 本会の選挙管理委員でないこと 

(4) 日看協の役員でないこと 

３ 日看協代議員等の推薦候補者の選出方法は、地

区支部がこれを定める。 

 

（日看協代議員等の立候補） 

第11条 定款細則第２９条第１項及び第２項に基づ

き立候補する者は、前条第２項第１号、第３号及

び第４号の基準をすべて満たす者とする。 

 

２ 立候補においては、当該立候補者が所属する地

区支部の正会員の中から選出される者として立候

補するものとする。 

 

（候補者の辞退） 

第12条 日看協代議員等の候補者となる者は、定款

細則第２９条第１項に定める期日までに、所定の

候補者辞退届を選挙管理委員長に提出することに

より、候補者を辞退することができるものとす

る。 

２ 前項によって候補者総数が配分数を下回ったと

きは、選挙管理委員長は当該地区支部長に配分数

を満たすために必要な候補者数を推薦させるもの

とする。 

３ 前項の場合、当該選挙においては、無投票当選

とすることができる。 

 

（日看協代議員等の選挙） 

第13条 日看協代議員等の選挙については別に定め

る。 

 

（所属地区支部の変更） 

第14条 任期満了までの間に、日看協代議員等の所

属地区支部に変更が生じても、当該任期中におい

ては、選出されたときの地区支部の配分数に含ま

れるものとし、その地区支部から選出された日看

協代議員等としての資格は保持するものとする。 

２ 前項にかかわらず、本会の正会員でなくなった

ときはこの限りではない。 

 

第４章 雑則 

（補則） 

第15条 この規程に定めのない事項は、理事会の決

議による。 

 

（改廃） 

第16条 この規程の改廃は、理事会の決議によりこ

れを定める。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この改正規程は、令和４年１２月７日から施行

する。ただし、次に掲げる規定は、最初の本会代
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議員選挙を行う年に開催される通常総会の日の翌

日から施行する。 

一 本会代議員の選挙に関する事項（第１条及び

第２条の本会代議員に関する定め、第４条から

第６条） 

 

（最初の本会代議員） 

２ 本規程第４条第６項における選挙区の候補者の

職種は、最初の本会代議員においては、少なくと

もそれぞれ２名ずつ推薦するものとする。 

３ 本規程第４条第５項において、最初の本会代議

員にかかる推薦候補者の選出方法については、本

会の機関紙への記事の掲載に代えて、地区支部に

所属する会員施設及び個人会員への郵送での案内

とすることができるものとする。 

 

 


